
  

 
  
 

生産性向上 長時間労働の是正 給与・社会保険 

 
  
 

  罰則付きの時間外労働規制の施行の猶予期間（５
年）を待たず、長時間労働是正、週休２日の確保を図
る。特に週休２日制の導入にあたっては、技能者の多
数が日給月給であることに留意して取組を進める。 

○各発注者の特性を踏まえた適正な工期設定を推進
する 

 
・昨年８月に策定した「適正な工期設定等のためのガイド
ライン」について、各発注工事の実情を踏まえて改定す
るとともに、受発注者双方の協力による取組を推進する 

 
・各発注者による適正な工期設定を支援するため、工期設
定支援システムについて地方公共団体等への周知を進め
る 

○生産性の向上に取り組む建設企業を後押しする 
 
・中小の建設企業による積極的なICT活用を促すため、公
共工事の積算基準等を改善する         
・生産性向上に積極的に取り組む建設企業等を表彰する
（i-Construction大賞の対象拡大）  
・個々の建設業従事者の人材育成を通じて生産性向上につ
なげるため、建設リカレント教育を推進する 

○週休２日制の導入を後押しする 
 
・公共工事における週休２日工事の実施団体・件数を大幅
に拡大するとともに民間工事でもモデル工事を試行する  

・建設現場の週休2日と円滑な施工の確保をともに実現さ
せるため、公共工事の週休2日工事において労務費等の補
正を導入するとともに、共通仮設費、現場管理費の補正
率を見直す 

                       
・週休２日を達成した企業や、女性活躍を推進する企業な
ど、働き方改革に積極的に取り組む企業を積極的に評価
する  

・週休２日制を実施している現場等（モデルとなる優良な
現場）を見える化する 

 技能と経験にふさわしい処遇（給与）と社会保険加
入の徹底に向けた環境を整備する。 

○仕事を効率化する 
 
・建設業許可等の手続き負担を軽減するため、申請手続
きを電子化する  

・工事書類の作成負担を軽減するため、公共工事におけ
る関係する基準類を改定するとともに、IoTや新技術の
導入等により、施工品質の向上と省力化を図る  

・建設キャリアアップシステムを活用し、書類作成等の
現場管理を効率化する 

 

建設業働き方改革加速化プログラム（平成30年3月20日策定・公表） 

 i-Constructionの推進等を通じ、建設生産システム
のあらゆる段階におけるICTの活用等により生産性
の向上を図る。 

 
  
 

○技能や経験にふさわしい処遇（給与）を実現する 
 
・労務単価の改訂が下請の建設企業まで行き渡るよう、発
注関係団体・建設業団体に対して労務単価の活用や適切
な賃金水準の確保を要請する  

・建設キャリアアップシステムの今秋の稼働と、概ね５年
で全ての建設技能者（約３３０万人）の加入を推進する                        

・技能・経験にふさわしい処遇（給与）が実現するよう、
建設技能者の能力評価制度を策定する  

・能力評価制度の検討結果を踏まえ、高い技能・経験を有す
る建設技能者に対する公共工事での評価や当該技能者を雇
用する専門工事企業の施工能力等の見える化を検討する  

・民間発注工事における建設業の退職金共済制度の普及を
関係団体に対して働きかける 

○社会保険への加入を建設業を営む上でのミニマム・
スタンダードにする 

 
・全ての発注者に対して、工事施工について、下請の建設
企業を含め、社会保険加入業者に限定するよう要請する  

・社会保険に未加入の建設企業は、建設業の許可・更新を
認めない仕組みを構築する 

○限られた人材・資機材の効率的な活用を促進する  
・現場技術者の将来的な減少を見据え、技術者配置要件の合
理化を検討する  

・補助金などを受けて発注される民間工事を含め、施工時期
の平準化をさらに進める ※給与や社会保険への加入については、週休２日工事も  

 含め、継続的なモニタリング調査等を実施し、下請まで  
 給与や法定福利費が行き渡っているかを確認。 

 
  
 
○重層下請構造改善のため、下請次数削減方策を検討する 

○ 日本全体の生産年齢人口が減少する中、建設業の担い手については概ね１０年後に団塊世代の大量離職が見込まれており、その持続可能性が危ぶまれる状況。 
○ 建設業が、引き続き、災害対応、インフラ整備・メンテナンス、都市開発、住宅建設・リフォーム等を支える役割を果たし続けるためには、これまで
の社会保険加入促進、担い手３法の制定、i-Constructionなどの成果を土台として、働き方改革の取組を一段と強化する必要。 

○ 政府全体では、長時間労働の是正に向けた「適正な工期設定等のためのガイドライン」の策定や、「新しい経済政策パッケージ」の策定など生産性革
命、賃金引上げの動き。また、国土交通省でも、「建設産業政策2017＋10」のとりまとめや６年連続での設計労務単価引上げを実施。 

○ これらの取組と連動しつつ、建設企業が働き方改革に積極的に取り組めるよう、労務単価の引上げのタイミングをとらえ、平成３０年度以降、下記３
分野で従来のシステムの枠にとらわれない新たな施策を、関係者が認識を共有し、密接な連携と対話の下で展開。 

○ 中長期的に安定的・持続的な事業量の確保など事業環境の整備にも留意。 
                        ※今後、建設業団体側にも積極的な取組を要請し、今夏を目途に官民の取組を共有し、施策の具体的展開や強化に向けた対話を実施。 
 

参考資料１ 
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週休2日工事の拡大 

○ 直轄工事において、率先して、週休２日の確保をはじめとして長時間労働を抑制する取組を展開し、
働き方改革を推進 

○ さらに、地方公共団体においても、働き方改革の取組が浸透するよう地域発注者協議会等の場を活用
して、働きかけ 

 週休2日の実施に伴い、労務費、機械経費（賃料）、共通仮設費、現場管理費について、現場閉所の状況に応
じて補正係数を乗じ、必要経費を計上 

■ 週休2日の実施に伴う必要経費を計上 

※ 4週6休相当以上から現場閉所の状況に応じて補正 
※ 元下問わず参加しているすべての企業で適正な価格での下請契約、賃金引上げの取組が浸透するよう、 
  発注部局と建設業所管部局で連携  
※ 営繕工事では、労務費は上記補正係数により補正し、共通仮設費及び現場管理費は工期に応じて算出。 

■ 週休2日対象工事の拡大 
災害復旧や維持工事、工期等に制約がある工事を除く工事において、週休2日対象工事の適用を拡大 

H28年度 H29年度 H30年度 

公告件数（取組件数） 824(165) 3,841(1,106) 適用拡大 

週休2日対象工事の実施件数 

H29年度 H30年度 

労務費 － 最大1.05 
機械経費（賃料） ー 最大1.04 

共通仮設費 1.02 最大1.04 
現場管理費 1.04 最大1.05 

新たに設定 

見直し 

補正係数（土木工事の場合） 
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現場で発揮される能力 
（マネジメント・コミュニケーション能力等） 

〇「建設キャリアアップシステム」は、技能者の資格、社会保険加入状況、現場の就業履歴等を業界横断的に登録・
蓄積する仕組み 

 
 

〇システムの構築に向け官民（参加団体：日建連、全建、建専連、全建総連 等）で検討を進め、平成３０年秋に運用開始予定 
 

〇運用開始初年度で１００万人の技能者の登録、５年で全ての技能者（３３０万人）の登録を目標 

 建設キャリアアップシステムと技能者の能力評価制度の構築 

ＩＤ 123456789012 
氏名 建設 太郎 
生年月日 Ｓ55 1980/07/28  

保有資格 
登録基幹技能者 型枠 2016.06.20 
技能講習 玉掛け 2008.05.21 
特別教育 ロープ高所作業 2005.11.09 
社会保険加入状況                                      退職金共済 
建保 〇 協会建保 建退共 〇 
年金 〇 厚生年金 
雇用 〇 －－－ 

技能者の就業履歴
（いつ、どの現場で従事
したかの実績）が蓄積
される 

技能者情報のイメージ 技能者の保有資格や社会
保険の加入状況をシステム
上で確認することが可能に 

③システムによる就業履歴の蓄積 

就業履歴情報のイメージ 

雇用事業者 現場名 就業年月 就業日数 

〇〇建設 ××ビル 2019.6 22日 

〇〇建設 □□住宅 2019.7 19日 

〇〇建設 国道△△号 2019.8 11日 

計 3現場 52日 

【技能者情報】  
・本人情報 
・保有資格   
・社会保険加入状況等 

①技能者情報等の登録 

【事業者情報】 
・商号 
・所在地 
・建設業許可情報 等 
【現場情報】 
・現場名 
・工事の内容 等 

※システム運営主体 
（一財）建設業振興基金 

現場入場の際に読み取り 

ピッ！ 

技能者にカードを交付 

②カードの交付・現場での読取 
＜システムの概要＞ 

経験 
（就業日数） 

知識・技能 
（保有資格） 

システムにおいて 
客観的に把握可能 
建設技能者の
能力評価制度
の対象 

技能者の客観的 
かつ大まかな 
レベル分け 

＜能力評価の 
 イメージ＞ 

〇平成２９年度末までに中間とりまとめ、平成３０年夏頃までに制度の 
 枠組みを提示 
〇能力評価制度による評価結果について、公共工事での活用を検討 

（処遇改善の土台作り） 

〇専門工事企業の施工能力等 
 の見える化への連動 

〇カードの色分け 
（キャリアパスの提示や 
 技能の対外的ＰＲ） 

〇レベル分けを参考とした 
 技能者の適切な処遇の実現 

システムに登録・蓄積された情報を活用し技能者の処遇改善が図られる環境を整備 
【評価結果の活用例（処遇改善の実現）】 

【見える化の対象項目（イメージ）】 
・所属する技能者のレベル・人数 など 登録基幹技能者講習や 

職長経験により把握可能 
→ 高いレベルの職人を育て、雇用する 
      企業が選ばれる環境を整備 

【活用イメージ】 
登録基幹技能者に準じたレベルの
技能者のうち、現場で働きぶりが
優秀な者に対して手当支給 
（参考）優良技能者認定制度（日建連） 
登録基幹技能者のうち、現場での働き 
ぶりが優秀な者に対して、元請企業が 
手当支給 

3 



建設業許可制度の見直しや現場技術者配置要件の合理化に向けた検討 

○ 建設業許可制度の見直しや現場技術者配置要件の合理化に向け、本年２月より中建審・社整審基本問
題小委員会を再開。（委員長：大森文彦 弁護士・東洋大学法学部教授） 

○ 今後、１～2ヶ月に１回程度開催し、夏頃を目処に中間とりまとめを行う。 

第３章 生産性革命 
（２）第４次産業革命の社会実装と生産性が伸び悩む分野の制度改革等 
  ④建設分野 
     －地域単位での発注見通しの統合・公表を今年度中に全国展開すること等を通じ工事発注時期の平準化を進めるとともに、建設業法による現場技術者配置要件

の合理化の検討を今年度中に開始し、来年度内に結論を得る。 

＜参考＞新しい経済政策パッケージ（H29.12.8閣議決定）（抄） 

 

 

 

 

  

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

   

   

 

   

 

   

 

 

 

 

   

   

 

   

 

   

＜現行の許可制度の要件＞ ＜現状の下請の施工体制（例）＞ 

現場技術者の将来的な減少を見据えた 
技術者配置要件の合理化の検討（例） 

社会保険に未加入の建設企業は建設業の 
許可・更新を認めない仕組みの構築 

＜主な検討議題＞ 
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一般管理費等率（％）＝傾きａ×ｌｏｇ工事原価（円）＋切片ｂ

現行基準

本調査（H29年度調

査（8点回帰50億円）_

ＲＯＥ変更）

傾きａ -4.63586 -5.48972

切片ｂ 51.34242 59.49770

原価10百万円のとき 18.89% 21.07%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

1 10 100 1,000 10,000

一
般
管
理
費
等
率（

対
原
価）

工事原価（百万円）

i-Constructionの深化 

○ 中小企業をはじめとして多くの建設企業がICT活用や人材育成に積極的に取り組めるよう、より実態に
即した積算基準に改善するとともに、書類の簡素化をはじめとした省力化に向け、監督・検査の合理化
等を推進 

■IoT技術等を活用した書類の簡素化 

○ 新たにICT建機のみで施工する単価を新設し、通常建機のみ
で施工する単価と区分（これまでのICT単価はICT建機の使用割
合を25%で一律設定） 

 ⇒これにより、ICT建機の稼働実態に応じた積算・精算が可能 

  

 

  

○ 最新の実態を踏まえた一般管理費等率の見直し 
 研究開発費用等の本社経費の最新の実態を反映 

ウェアラブルカメラの活用 遠隔での映像の確認 

一般管理費等率の改定 

現行率式

改訂案

○ 小規模土工（掘削、1万m3未満）の単価を新設 
 （これまでは5万m3のみで区分） 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

(従来)
ICT歩掛(ICT建機25%＋通常建機75%)
×施工土量

(改善)
ICT歩掛(ICT建機100%)×施工土量α
＋
通常歩掛(通常建機100%)×施工土量β

※ICT建機利用率は一律
現場に応じてICT建機で施工する土量を設定

■積算基準の改定 

○タブレットによるペーパーレス化やウェアラブルカメラの活用等、IoT技術や
新技術の導入により、施工品質の向上と省力化を図る 

○入札時における簡易確認型の拡大、施工時の関係基準類（工事成績
評定要領、共通仕様書）の改定により、書類の作成負担軽減を推進 

約23% 

約20% 

約7% 

5 3,000 

（※H30.2より先行実施） 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 

建築工事 

土木工事 

4週8休 

(完2) 

4週7休 4週6休 4週5休 4週4休 4週3休以下 

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000
製造業生産労働者

（男性） 
建設業・職別工事業

生産労働者（男性） 

2012年（千円） 2017年（千円） 上昇率

3915.7 千円 4,449.9 千円 13.6%

4831.7 千円 5,540.2 千円 14.7%

4478.6 千円 4,703.3 千円 5.0%

5391.1 千円 5,527.2 千円 2.5%

5296.8 千円 5,517.4 千円 4.2%全産業男性労働者

建設業男性生産労働者

建設業男性全労働者

製造業男性生産労働者

製造業男性全労働者

  （参考）建設業を取り巻く現状と課題 

 年齢階層別の建設技能労働者数 

60歳以上の高齢者（81.1万人、24.5％）は、10
年後には大量離職が見込まれる。一方、それを
補うべき若手入職者の数は不十分。 

社会保険の加入は一定程度進んでいるが、
下位の下請になるほど加入率は低く、さらに
踏み込んだ対策が必要。 

  雇用保険 健康保険 厚生年金 3保険 

H23.10 94% 86% 86% 84% 

H24.10 95% 89% 89% 87% 

H25.10 96% 92% 91% 90% 

H26.10 96% 94% 94% 93% 

H27.10 98% 97% 96% 95% 

H28.10 98% 97% 97% 96% 

H29.10 98% 98% 97% 97% 

企業別・３保険別加入割合の推移 

建設業は全産業平均と比較して年間300時間
以上長時間労働の状況。 

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200 年間総実労働時間の推移 

他産業では当たり前となっている週休２日もとれ
ていない。 

2007年度：2065時間 

2016年度：2056時間 
▲9時間  建設業 

製造業 

調査産業計 

2007年度：1993時間 

2016年度：1951時間 

▲42時間  

2007年度：1807時間 

2016年度：1720時間 

▲87時間  

105時間 

336時間 

出典：総務省「労働力調査」 

出典：  厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成 

現在4週8休は 
1割以下 

（4週当たり） 
休暇日数 

5.00日 

（4週当たり） 

休暇日数 

5.07日 

（4週当たり） 

休暇日数 

4.78日 

出典：日建協「2017時短アンケート（速報）」を基に作成 
※建設工事全体には、建築工事、土木工事の他にリニューアル工事等が含まれる。 

給与は建設業全体で上昇傾向にあるが、生産
労働者（技能者）については、製造業と比べ低い
水準。 

建設業男性全労働者等の年間賃金総支給額 

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所） 
  ※ 年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額 

約５％
の差 

建設業生産労働者（技能者）の賃金は、45～49歳でピー

クを迎える。体力のピークが賃金のピークとなっている側
面があり、マネジメント力等が十分評価されていない。 

   元請：98.2% 
１次下請：97.4% 
２次下請：94.4% 
３次下請：90.5% 
 出典：公共事業労務費調査 

年齢階層別の賃金水準 （単位：千円） 

出典：平成29年賃金構造基本統計調査 

建設業における休日の状況 

6 



日日時 年11月3日（祝日） 13時～16時

会会場

定定員

mmail

建設技能
トレーニングプログラム

建設業で働く職人さんのための建トレ

造園
建築板金(内外装板金)
建築板金(ダクト板金)
冷凍空気調和機器施工
建築大工
かわらぶき
とび
左官
タイル張り
配管
型枠施工

鉄筋施工
コンクリート圧送施工
防水施工
樹脂接着剤注入施工
内装仕上げ施工(床仕上げ)
内装仕上げ施工(鋼製下地)
内装仕上げ施工(ボード仕上げ)
塗装
機械土工
圧接
エクステリア専門工

とび工
型枠大工
鉄筋工
内装工
塗装工
電気工
職長の役割（共通）

収録内容

http://kentore.jp/

見たいときにスマ
ホですぐ見える。
PCでの閲覧もで
きます。

22職種の基礎教材
と主要6職種の職
長教材を収録。

いつでもどこでも
誰でも、無料でご利
用いただけます。

基礎編 職長編

指導者編

指導者として適切な指導方法

yamakage-k22b
テキストボックス
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http://kentore.jp/

建設技能トレーニングプログラム「建トレ」
建トレ

文字だけでなく、動画で詳しく解説

建設技能トレーニングプログラム「建トレ」は、建設現場で働く技能者の皆さんに、効率よく技能を学んでいた
だくための研修プログラムです。
スマホ、タブレット、パソコンから、インターネットで簡単に閲覧できますので、建設現場での個人学習や企業
での講習会など、建設業の人材育成にご活用ください。

※「建トレ」は、富士教育訓練センターが国土交通省の委託事業により実施。

「建トレ」事業に関するお問い合わせ

協力：株式会社竹延、(株)ＫＭユナイテッド
動画提供：富士教育訓練センター

※

国土交通省
土地・建設産業局　建設市場整備課　
専門工事業・建設関連業振興室
(電話) ０３－５２５３－８２８２【直通】

職業訓練法人 全国建設産業教育訓練協会
富士教育訓練センター
(電話) ０５４４－５２－０９６８
担当：菅井・加賀美・名倉

日本マルチメディア・イクイップメント(株)
　
(電話) ０３－３２５９－１８４１
担当：森、永井、佐々木

アプリをダウンロードすればメモの
書き込みやしおりの挿入が可能

教材の内容に関するお問い合わせ 「建トレ」システムの操作に関するお問い合わせ



平成３０年８月２８日 
  国土交通省中部地方整備局 

建政部 建設産業課 
 

社会保険加入に積極的に取り組む建設企業等を対象とした  

 「建設業社会保険加入推進地域会議」を岐阜県、静岡県、三重県で開催します！ 

 

 

 

 

 

本会議は、参加企業による「建設企業が守るべき行動基準」の申し合わせ等を通じ、一定の適正な

受注環境のもとで営業活動が行われることを推進し、技能労働者の処遇の向上、建設産業の持続的な

発展に必要な人材の確保を図ることを目的とし、岐阜県、静岡県、三重県、（一社）岐阜県建設業協

会、（一社）静岡県建設業協会、（一社）三重県建設業協会、岐阜県建設産業団体連合会、（一社）静

岡県建設産業団体連合会、三重県建設産業団体連合会、（一社）日本建設業連合会中部支部、建設産

業専門団体中部地区連合会及び中部地方整備局による共催で開催いたします。 
 

 １ .開催日時・場所   

 ◎岐阜県建設業社会保険加入推進地域会議 

◆日  時：平成３０年１１月２日（金）13:30～14:00 

◆場  所：サンレイラ岐阜 ３階大ホール（岐阜市薮田東 1-2-2） 

 

 ◎静岡県建設業社会保険加入推進地域会議 

◆日  時：平成３０年１１月１６日（金）13:30～14:00 

◆場  所：ペガサート内 B-nest ６階プレゼンテーションルーム（静岡市葵区御幸町 3-21） 

 

 ◎三重県建設業社会保険加入推進地域会議 

◆日  時：平成３０年１１月２９日（木）13:00～13:30 

◆場  所：三重県津庁舎 ６階大会議室（津市桜橋 3-446-34） 

 

 ２ .内容   

■建設企業による取り組み事例の紹介 

■「社会保険加入を進めるにあたって守るべき行動基準」の採択 

 

 ３ .対象者   

本会議の趣旨・目的に賛同する「各県内に拠点を置く建設企業 」又は「各県内での施工実績

を有する建設企業（個人事業主、団体含む）」 

 

 ４ .参加申込   

各地域会議とも事前申込制となりますので、別紙「参加申込書」に必要事項を記載のうえ、

下記の参加申込先までＦＡＸにてお申し込み下さい。 

 

■参加申込先：中部地方整備局 建政部建設産業課（担当：中西） 

（FAX 送付先番号） ０５２－９５３－８６０６ 

これまで業界を挙げて進めてきた社会保険加入対策の徹底を図るとともに、より地域に根ざした取

組としていくため、昨年７月の愛知県での開催に続き、岐阜県、静岡県、三重県内の建設企業等を対

象とした「建設業社会保険加入推進地域会議」を開催します。 

（裏面につづく） 
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※参加申込書は、中部地方整備局のホームページからダウンロードできます。

http://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/info/uninsured.htm

■事前参加申込期限：

◎岐阜県 建設業社会保険加入推進地域会議：１０月１９日（金）17 時

◎静岡県 建設業社会保険加入推進地域会議：１１月 ２日（金）17 時

◎三重県 建設業社会保険加入推進地域会議：１１月１６日（金）17 時

※参加申し込みが多数の場合、会場等の都合上、先着順で参加人数を調整させて頂く場合があ

りますので、予めご了承下さい。

 ５.その他

○「社会保険加入を進めるにあたって守るべき行動基準」を遵守することを宣言した「社会保険

加入促進宣言企業」の皆様には、企業ＰＲ用のポスター及びステッカーを配布します。加えて

希望者には別途、電子データを送信します。

○各地域会議終了後、引き続き、同会場にて「建設業取引適正化推進月間講習会」の開催が予定

されています。（注）講習会については、参加申し込みは不要です

 ６.配布先

中部地方整備局記者クラブ、岐阜県政記者クラブ、静岡県政記者クラブ、三重県政記者クラブ 

及び第二県政記者クラブ 

＜問い合わせ先＞ 

（建設業社会保険加入推進地域会議全般） 

国土交通省中部地方整備局 建政部建設産業課長 齋藤 学 

  課長補佐 栗本 真 TEL 052-953-8572 

 （岐阜県 建設業社会保険加入推進地域会議関係） 

    岐阜県 県土整備部 技術検査課長 林 誠 

  建設業企画監  山口 正治  TEL 058-272-8504 

（静岡県 建設業社会保険加入推進地域会議関係） 

    静岡県 交通基盤部 建設支援局  建設業課長 井口 真彦 

  課長代理 上原 啓克   TEL 054-221-3059 

 （三重県 建設業社会保険加入推進地域会議関係） 

三重県 県土整備部  建設業課長 倉田 正明 

  課長補佐 松葉 剛   TEL 059-224-2660

電子データは、各企業で名刺への掲載 

や企業パンフレットへの掲載など、 

幅広く企業ＰＲにご活用頂けます。 

【ポスター】 【ステッカー】 
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「岐阜県建設業社会保険加入推進地域会議」について 

 

（名称） 

本会議は、岐阜県建設業社会保険加入推進地域会議（以下、「岐阜県地域会議」と

いう。）と称する。 

 

（目的） 

これまで業界を挙げて進めてきた社会保険加入対策の徹底を図るとともに、より

地域に根ざした取組としていくため、各地域で小規模事業者まで含めた社会保険の

加入の運動を定着させていくことが必要である。 

社会保険の加入に積極的に取り組む企業が集まり、行動基準の申し合わせ等を行

い、一定の適正な受注環境のもとで営業活動が行われることにより、技能労働者の

処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保を図ることを目的とする。 

 

（構成員） 

  岐阜県内に拠点を置く建設業者又は岐阜県内での施工実績を有する建設業者       

を基本とし、業界団体への加盟・非加盟は問わないものとする。 

 

（主催者） 

岐阜県、（一社）岐阜県建設業協会、岐阜県建設産業団体連合会、（一社）日本建

設業連合会中部支部、建設産業専門団体中部地区連合会、国土交通省中部地方整備

局による共催とする。 

 

（開催内容） 

 一 社会保険加入対策に関する先進的な取組を行っている建設企業（又は建設業団

体）からの発表 

 二 社会保険加入を進めるにあたって守るべき行動基準（※）の採択 

※ 行動基準（案） 別紙参照 

  

（事務局） 

岐阜県地域会議の事務局を岐阜県県土整備部技術検査課及び国土交通省中部地方

整備局建政部建設産業課に置く。 

 

（その他） 

 採択後、行動基準を遵守する企業を「社会保険加入促進宣言企業」として、募集 

し、地方整備局のホームページ等にリストアップを予定。 
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「静岡県建設業社会保険加入推進地域会議」について 

 

（名称） 

本会議は、静岡県建設業社会保険加入推進地域会議（以下、「静岡県地域会議」と

いう。）と称する。 

 

（目的） 

これまで業界を挙げて進めてきた社会保険加入対策の徹底を図るとともに、より

地域に根ざした取組としていくため、各地域で小規模事業者まで含めた社会保険の

加入の運動を定着させていくことが必要である。 

社会保険の加入に積極的に取り組む企業が集まり、行動基準の申し合わせ等を行

い、一定の適正な受注環境のもとで営業活動が行われることにより、技能労働者の

処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保を図ることを目的とする。 

 

（構成員） 

  静岡県内に拠点を置く建設業者又は静岡県内での施工実績を有する建設業者       

を基本とし、業界団体への加盟・非加盟は問わないものとする。 

 

（主催者） 

静岡県、（一社）静岡県建設業協会、（一社）静岡県建設産業団体連合会、（一社）

日本建設業連合会中部支部、建設産業専門団体中部地区連合会、国土交通省中部地

方整備局による共催とする。 

 

（開催内容） 

 一 社会保険加入対策に関する先進的な取組を行っている建設企業（又は建設業団

体）からの発表 

 二 社会保険加入を進めるにあたって守るべき行動基準（※）の採択 

※ 行動基準（案） 別紙参照 

  

（事務局） 

静岡県地域会議の事務局を静岡県交通基盤部建設支援局建設業課及び国土交通省

中部地方整備局建政部建設産業課に置く。 

 

（その他） 

 採択後、行動基準を遵守する企業を「社会保険加入促進宣言企業」として、募集 

し、地方整備局のホームページ等にリストアップを予定。 
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「三重県建設業社会保険加入推進地域会議」について 

 

（名称） 

本会議は、三重県建設業社会保険加入推進地域会議（以下、「三重県地域会議」と

いう。）と称する。 

 

（目的） 

これまで業界を挙げて進めてきた社会保険加入対策の徹底を図るとともに、より

地域に根ざした取組としていくため、各地域で小規模事業者まで含めた社会保険の

加入の運動を定着させていくことが必要である。 

社会保険の加入に積極的に取り組む企業が集まり、行動基準の申し合わせ等を行

い、一定の適正な受注環境のもとで営業活動が行われることにより、技能労働者の

処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保を図ることを目的とする。 

 

（構成員） 

  三重県内に拠点を置く建設業者又は三重県内での施工実績を有する建設業者       

を基本とし、業界団体への加盟・非加盟は問わないものとする。 

 

（主催者） 

三重県、（一社）三重県建設業協会、三重県建設産業団体連合会、（一社）日本建

設業連合会中部支部、建設産業専門団体中部地区連合会、国土交通省中部地方整備

局による共催とする。 

 

（開催内容） 

 一 社会保険加入対策に関する先進的な取組を行っている建設企業（又は建設業団

体）からの発表 

 二 社会保険加入を進めるにあたって守るべき行動基準（※）の採択 

※ 行動基準（案） 別紙参照 

  

（事務局） 

三重県地域会議の事務局を三重県県土整備部建設業課及び国土交通省中部地方整

備局建政部建設産業課に置く。 

 

（その他） 

 採択後、行動基準を遵守する企業を「社会保険加入促進宣言企業」として、募集 

し、地方整備局のホームページ等にリストアップを予定。 
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（別紙） 

「社会保険加入を進めるにあたって守るべき行動基準」（案） 

 

【元請企業】 

１．工事を受注する際には施工に携わる作業員に係る法定福利費を適切に考慮

し、ダンピング受注をしないこと 

２．下請企業を選定する際には、法令上求められる適切な保険に加入している

ことを確認すること 

３．施工する現場に携わる下請企業に対し、作業員を法令上求められる適切な

保険に加入させることを求め、作業員が適切な保険に加入していることを確

認すること 

４．下請企業に対し、社会保険関係法令に関する正しい知識の普及に努め、下

請指導ガイドラインに基づいた指導を行うこと 

５．下請企業に対し、法定福利費を内訳明示した見積書の活用を促し、法定福

利費相当額を適切に見込んだ金額で契約すること 

 

【下請企業】 

６．工事を受注する際には必要な法定福利費の額を適切に積算して法定福利費

を内訳明示した見積書を提出し、ダンピング受注をしないこと 

７．労働者である社員と請負関係にある者を明確に区別し、雇用する社員につ

いては、法令に従って必要な保険に加入させること 

８．（再下請に出す場合）下請企業を選定する際には、法令上求められる適切な

保険に加入していることを確認すること 

９．（再下請に出す場合）下請企業に対し、作業員を法令上求められる適切な保

険に加入させることを求めること 

１０．（再下請に出す場合）下請企業に対し、社会保険関係法令に関する正しい

知識の普及に努め、下請指導ガイドラインに基づいた指導を行うこと 

１１．（再下請に出す場合）下請企業に対し、法定福利費を内訳明示した見積書

の活用を促し、法定福利費相当額を適切に見込んだ金額で契約すること 
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別　紙

岐阜県 ：

静岡県 ：

三重県 ：

加入団体有り　□ 加入団体無し　□

岐阜県　□　 静岡県　□　 三重県　□

申込〆切
10月19日（金）17:00

申込〆切
11月2日（金）17:00

申込〆切
11月16日（金）17:00

国土交通省　中部地方整備局　建政部　建設産業課　宛

（FAX：052-953-8606）

「岐阜県、静岡県、三重県建設業社会保険加入推進地域会議」
参加申込書

加入団体名　１．所属業界団体名
　（加入の有無についてレ点を記入、
　　有りの場合は団体名記入）

　日　時：11月2日（金）13:30～14:00
　場　所：サンレイラ岐阜　3階　大ホール（岐阜市薮田東1－2－2）

　日　時：11月16日（金）13:30～14:00
　場　所：ペガサート内B-nest　6階　プレゼンテーションルーム
　　　　　　（静岡市葵区御幸町3－21）

　日　時：11月29日（木）13:00～13:30
　場　所：三重県津庁舎　６階　大会議室（津市桜橋3－446－34）

★参加申し込み多数の場合は、会場の都合により先着順とさせていただく場合がありますので予めご了
承ください。

2．貴　社　名

3．貴社所在地

5．参　加　者  氏  名
　　　　 (役　職）

　4．参加を希望する
　　　地域会議
　（参加希望する地域会議について、
　　 レ点を記入　※ 複数参加可）

6．連　絡　先
Ｔ　Ｅ　Ｌ

Ｆ　Ａ　Ｘ

★ご記入いただいた個人情報は、本業務以外の目的に使用することはございません。

★当日は、本申込書をご持参のうえ、各会場の受付時にご提示ください。

【問合せ】中部地方整備局　建政部　建設産業課　　中西

Tel：052-953-8572

7



会場案内図

サンレイラ岐阜（岐阜市薮田東１－２－２）

別紙

サンレイ
ラ岐阜

◇駐車場に限りがありますので、乗り合わせの上、
お越し頂くか、公共交通機関をご利用して頂き
ますようお願いします。

◇車でお越しになる方は、南側駐車場をご利用下さい。

サンレイラ
岐阜

サンレイラ
岐阜

交通アクセス

8



会場案内図
ペガサート内 Ｂ－ｎｅｓｔ（静岡市葵区御幸町３－２１）

別紙

●地下鉄名城線 市役所駅 （５番出口） 徒歩１分

◇ ご来館は、公共交通機関をご利用ください。

交通アクセス

9



会場案内図
三重県津庁舎（津市桜橋３－４４６－３４）

別紙

●地下鉄名城線 市役所駅 （５番出口） 徒歩１分

◇ ご来館は、公共交通機関をご利用ください。

交通アクセス

10
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問い合わせ窓口等4章
国土交通省では以下の各種相談窓口等を設けております

建設業フォローアップ相談ダイヤル
建設業に関する様々な相談を受け付けます！

建設業フォローアップ相談ダイヤル

TEL 0570-004976
E-mail:hqt-kensetsugyo110@ml.mlit.go.jp

【受付時間】 10:00～ 12:00,13:30 ～ 17:00
  （土日、祝日、閉庁日を除く）

駆け込みホットライン
―建設業法違反通報窓口―

TEL 0570-018-240　
FAX 0570-018-241
E-mail:kakekomi-hl@mlit.go.jp

● 労務単価、品確法の運用指針、社会保険加
入対策などの建設業に関する様々な相談を
総合的に受け付けます。
● 加えて、建設業法令遵守ガイドラインの内
容や、取引に関する法令上の規定などを確
認したい場合の相談も受け付けます。

【受付時間】10:00～ 12:00,13:30 ～ 17:00
  （土日、祝日、閉庁日を除く）

● 「駆け込みホットライン」に寄せられた
情報により、法令違反の疑いがある建
設業者には、許可行政庁が必要に応じ
立入検査などを実施し、違反行為があ
れば指導監督を行います。

検　索

駆け込みホットライン 検　索

kurimoto-m85aa
テキストボックス
参考資料４

kurimoto-m85aa
テキストボックス

kurimoto-m85aa
テキストボックス
1
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建設工事をめぐる元請下請間等の請負契約に関するトラブル相談窓口のご案内

その他の建設業法に関するお問い合わせ窓口

各許可行政庁の連絡先は国土交通省ホームページでご確認いただ
けます。
  建設業　許可行政庁一覧

建設業取引適正化センター
トラブルを解消して、健全な取引をしよう！

【受付時間】 9:30～ 17:00（土日、祝日を除く）

  建設業法

元請負人と下請負人間における建設業法令遵守ガイドライン 検　索

検　索

検　索

● 元請・下請間等の取引で「困ったことが起きたが、どうしたら良いかわからない」という
方には、その解決方法をアドバイスし、「どこに相談したら良いかわからない」という方には、
相談先である関係行政機関、紛争処理機関等をご紹介します。

TEL 03-3239-5095　
FAX 03-3239-5125
E-mail:tokyo@tekitori.or.jp

TEL 06-6767-3939　
FAX 06-6767-5252
E-mail:osaka@tekitori.or.jp

センター

大阪

センター

東京

建設業法に関するお問い合わせ等は、地方整備局等や
都道府県の建設業許可担当部署も併せてご活用下さい

建設業法及び各種ガイドラインのご確認は
国土交通省ホームページでご確認いただけます

相談料
無料

建設業取引適正化センター 検 索

kurimoto-m85aa
テキストボックス
2
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